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序     文 

 

 

 国際協力事業団（現国際協力機構：JICA）は、1968年 6月から 1974年 6月まで、プロジェクト方式技

術協力「ウガンダ職業訓練センタープロジェクト」を実施した。このときに設立されたのが現在のナカワ

職業訓練校で、協力終了後はウガンダ共和国の手で運営されていた。しかし、アミン政権以降の政治的・

社会的混乱のために、学校運営は困難な状況に追い込まれていた。1986年、現ムセベニ政権が樹立され、

ウガンダ共和国は復興開発計画（1993/1994～1995/1996）に基づいた国家再建を進めるようになり、工業

労働人口の需要も増加が予想されるようになったが、一方で、長い内線による技能労働者の不足が深刻な

問題となっている。 

 こうした状況を踏まえて、ウガンダ共和国政府は 1994 年 5 月、改めてナカワ職業訓練校に係るプロジ

ェクト方式技術協力「ウガンダ共和国ナカワ職業訓練校」計画を要請してきた。JICA は事前調査、長期

調査を実施し、1997年 2月に実施協議調査団を派遣して討議議事録（R/D）の署名・交換を行った。同年

5月から 5年間の予定で開始されたこのプロジェクトは、従来からナカワ職業訓練校で行われていた在職

労働者に対する徒弟訓練、向上訓練に加え、産業界からの要望が強い若年無技術者に対する養成訓練を実

施すべく、電気、電子、機械、自動車、溶接、板金、木工の 7分野について、指導者の技術向上、コース

内容の確定、適切な運営などについて協力を行うというものであった。 

 協力期間終了を半年後に控えた 2001年 10月、終了時評価が行われた。ここでナカワ職業訓練校がウガ

ンダの職業訓練分野で果たすべき役割が大きいことが確認され、新しいニーズに対応するために、更に協

力が必要と考えられる電子科、自動車科、そして技術移転が遅れた木工科、この 3科を中心にした 2年間

のフォローアップ協力を行うこととなった。 

 そのフォローアップ協力も終了まで残すところ半年となったので、2003年 11月、終了時評価を行うた

めに調査団を派遣した。この報告書はその評価結果を取りまとめたものである。今後のプロジェクトの展

開に、更には類似のプロジェクトに大いに活用されることを願うものである。 

 最後に、調査団の派遣に際して様々なご協力を頂いた内外関係各機関に対して、心よりお礼申し上げる。 
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評価調査結果要約表 

Ⅰ. 案件の概要 

国名：ウガンダ共和国 案件名：ウガンダ共和国ナカワ職業訓練校プロジェクト 

分野：職業訓練 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署： 

社会開発協力部 

社会開発協力第二課 

協力金額（評価時点）：16億 5000万円（1997～2002年）本プロジェクト期

間含む 

うち機材供与総額：約 4億 6,500万円（1997年度～2002年度。無償資金

協力によるものを除く） 

先方関係機関： 

教育・スポーツ省(MOES)（所管省） 

商業・技術・職業・教育訓練局(BTVET局)（所管局） 

ナカワ職業訓練校（プロジェクト実施機関） 

日本側協力機関： 

厚生労働省職業能力開発局 

雇用・能力開発機構 

協力期間 

(R/D)： 

1997年 5月 20日～ 

2002年 5月 19日 

(F/U)： 

2002年 5月 20日～ 

2004年 5月 19日 

他の関連協力：   

(1)プロジェクト方式技術協力「ウガンダ職業訓練センタープロジェクト」

(1968～1974) 

(2)無償資金協力 

1. 協力の背景と概要 

 ナカワ職業訓練校は、ウガンダの中小企業振興に必要な技能者の向上訓練実施を目的として設立され、

1968年 6月より 1974年 6月までプロジェクト方式技術協力を実施した。その後、同校はウガンダ側の手

で運営されてきたが、アミン政権以降の政治・社会的混乱期を経て、施設・機材の老朽化、職員の不足、

ローカルコストの不足等の問題を抱え、訓練コースの運営が困難な状況となった。他方、同国は 1986 年

以降、復興開発計画に基づいて産業の育成に努めており、工業労働人口需要の増加が予想されるが、内戦

による技能労働者の不足が深刻な問題となっている。 

こうした状況を踏まえ、ウガンダ政府は 1994 年 5 月、同校に係るプロジェクト方式技術協力を要請し

てきた。 

これに対し我が国は、1997年 5月よりナカワ職業訓練校に設置された 7学科（電気、電子、機械、自動

車、溶接、板金、木工学科）における指導員の技術力向上、養成訓練コース及び向上訓練コースの内容確

定並びにその適切な運営についての指導・助言を柱とする、5 年間にわたるプロジェクト方式技術協力を

開始した。 

 2002年 5月のプロジェクト終了に先立ち、前年 10月に終了時評価を実施し、同校がウガンダの職業訓

練ニーズに果たすべき役割が大きいことを確認した。そこで、カウンターパート（C/P）の交替等により

技術移転が遅れた木工科、同国内における新しいニーズに対応するための改変を更に進めていくことが求

められている電子科、自動車科を中心に、引き続き協力を行うことが望ましいと判断したことから、2004

年 5月まで 2年間のフォローアップ協力を行うこととなった。 

 



2. 協力内容 

（1）上位目標 

  ウガンダの産業、工業界の求める技能労働者の需要を満たす。 

（2）プロジェクト目標 

  ナカワ職業訓練校において、各分野（機械、電気、溶接、板金、自動車、電子、木工）での産業、工

業界の求める技術者が養成される。  

（3）成果 

1.各分野の職業訓練に必要な体制が整備される。 

2.各分野の職業訓練指導員の能力が向上する。 

3.各分野の養成訓練(昼間、夜間）、向上訓練の訓練コース内容が設定され、適切に実施される。徒弟訓

練が職業訓練局(DIT)の要請に基づき適切に実施される。 

（4）投入（評価時点） 

日本側： 

長期専門家派遣 18名 

短期専門家派遣 15名 

研修員受入 52名（第三国での研修 12名を含む。） 

機材供与 約 4億 6,500万円（1997年度～2002年度。無償資金協力によるものを除く。） 

ウガンダ側： 

カウンターパート配置 48名 

施設・機材に対する 2001年 10月以降の主な投資 

1）施設 

（1）便所の改善 

（2）倉庫の設置 

（3）自動車ワークショップの改築 

2）機材 

（1）草刈り器（2台） 

（2）コンピュータ（2台） 

ローカルコスト負担  

政府雇用職員の人件費を除く 1997/1998年度～2002/2003年度の予算総額は約 23億シリング。 

Ⅱ．評価調査団の概要 

調査者 団長・総括：小泉純作 

訓練政策：島﨑祐希 

 

訓練技術：山見 豊 

 

協力企画：平尾順平 

評価分析：鶴田伸介 

独立行政法人 国際協力機構 専門技術嘱託 

厚生労働省 職業能力開発局 海外協力課  

外国人研修推進室 外国人研修係長 

職業能力開発総合大学校 能力開発研究センター 

開発研究部 高度訓練研究室長 

独立行政法人 国際協力機構 社会開発協力部社会開発協力第二課

（株）地域計画連合 代表取締役 

調査期間 2003年 11月 9日～2003年 11月 22日 評価種類：終了時評価 



 

Ⅲ. 評価結果の概要 

１．評価結果の要約 

（1）妥当性 

 ウガンダでは、1997年より「初等教育の普遍化」（Universal Primary Education：UPE）が実施され、初等

教育の無償化がなされている。そのため、現在初等教育への入学率は既に 90％近くに達しており、今後大

量に輩出される初等教育修了者に対する施策として、2002年度から「初等後教育及び訓練」（Post Primary 

Education ＆ Training：PPET）に政府として取り組むべく検討を重ねている。 

教育・スポーツ省（MOES）によると、1998 年策定の「教育戦略投資計画」（First Education Strategic 

Investment Plan：ESIP１）においては初等教育に重点を置いていたが、2004 年施行予定の ESIP2（ESIP1

の改訂版で 2004年から 2013年を対象としている）においては、初等教育修了者に対するその後の進路対

策として、教育と併せ訓練にも重点を置いていく予定であるとのことであり、今後はウガンダにおける職

業訓練の重要性が更に増すものと思われる。 

これらより、本プロジェクトはウガンダの教育・職業訓練政策に沿ったものであるといえる。 

（2）有効性 

ナカワ校において実施される各訓練コースのうち、養成訓練については各科において定員を超える高い

応募率がみられ、同校に対するニーズの高さを示している。 

また、ウガンダにて実施されている記述を中心とした試験であるウガンダ・国家試験（UNEB）、及び実

技を中心とした Trade Testのいずれの合格率も、同類の他の公立職業訓練校に比べ高い合格率を記録して

いる。 

更に、2001 年に実施した同コース卒業生の卒業後追跡調査により、約 90％が就職していることが分か

った。 

民間企業等から訓練生を受け入れて行われる向上訓練は、プロジェクト開始後の 1998 年から通算 946

名に対して実施され、高い評価を得ている。 

（3）効率性 

技術移転に関するプロジェクトの当初計画の達成状況については、プロジェクト提出による報告書、ま

た C/Pへの聞き取り調査等により、全科においておおむね良好であると判断される。 

（4）インパクト 

同校で実施されるレベルの高い技術訓練を求め、同じ公立の職業訓練校であるルゴゴ職業訓練校をはじ

め、チャンボゴ大学、マケレレ大学においてもナカワ校にて実習訓練（向上訓練）を受ける学生がある。

これは高い技術の幅広い普及という観点から、プロジェクト実施による正のインパクトと評価できる。 

同様に、ナカワ校で高い技術を身につけた同校卒業生の約 90％が就職して活躍していることからも、同

じ正のインパクトがあるといえる。 

（5）自立発展性 

制度面では、1998年に、ESIP１が職業教育・訓練分野の組織体制の整備を目的として施行され、現在更

に 2004年に向けて ESIP２の検討がなされているところである。並行して職業訓練制度の整備に関する研

究や議論がなされており、BTVETにより作成された職業訓練政策が 2004年初めには定められる予定であ

る。今後、職業訓練の制度が整備され、ナカワ校に対する政府支援は維持されるものと考えられ、引き続



き先述の BTVETによる政策等を念頭に置いた活動を行うことが必要である。 

 財務面では、1999/2000 年度以降、MOES よりナカワ校に配賦される予算のなかで、政府職員の給与を

除く項目は減少し続けている、といった厳しい状況はあるものの、MOESより省として職業訓練部門を支

援すべく最大限の努力をするとの発言があった。また、2004年施行予定の ESIP2においては、教育と併せ

訓練にも重点を置いていく予定であるとのことであり、これにより予算の配分率においても職業訓練分野

の割合の増加が期待される。また、訓練校レベルでみた場合、養成訓練及び向上訓練の授業料収入は増加

傾向にある。 

技術面では、現在専門家派遣中の木工科における技術移転は、2004年 5月のフォローアップ協力終了時

までには完了する見込みであり、他のすべての科においては必要な技術移転は完了している。移転された

技術に関して、指導員は現在のレベルを維持できるものと思われる。今後は、産業界から求められる最新

の技術を適宜キャッチアップしていく必要がある。 

 

２．効果発現に貢献した要因 

（1）計画内容に関すること 

 コンピューターシステム活用による教材の作成・利用・管理は、訓練生と指導者の双方に多大な効果を

もたらした。 

（2）実施プロセスに関すること 

 工業界とのワークショップの開催や企業等からの依頼による自動車修理、メンテナンス、木工家具の製

作などを通じた産業界との密接なコミュニケーションは、実際的な訓練の実施を促進してきた。 

 また、他の職業訓練校の指導員の向上訓練コースへの受入れ等の人的交流も、関係者双方にとって有益

であった。 

 

３．問題点及び問題を惹起した要因 

（1）計画内容に関すること 

インカムジェネレーション活動はナカワ校の自立発展性に貢献する一方で、収益活動を重視するあま

り、本来の訓練を軽視するリスクがあるので注意を要する。 

（2）実施プロセスに関すること 

 ウガンダ政府の予算の不足や支出の遅れにより、インカムジェネレーション活動の収益が機材の更新な

どの当初目的に計上されず、運転資金に充当されることが生じた。 

C/Pの定着率はよいとはいえない。国外研修を受けた C/Pのうち他校への転勤者 2名以外に 10名が転職

したことは、研修の効果を制限したと考えられる。 

  

４．結論 

日本側・ウガンダ側双方の努力により、ナカワ職業訓練校はウガンダの職業訓練分野における先導的な

地位を確立している。本プロジェクトは成功裏に進捗しており、現在計画されている第三国・現地国内研

修は、問題なく実施されると見込まれる。 

一方、同国の職業訓練政策のレベルでは、いくつもの制度改革が進捗の過程にあり、その迅速化が求め

られる。 



 

５．提言 

（1）ナカワ職業訓練校の強化 

1）技術移転の完了していない木工科を中心としたフォローアップ協力目標の達成 

2）ウェブサイト、広告、及びセミナーや展示会開催等を利用したナカワ校の活動の広報 

3）産業委員会、意見交換会を利用した市場の技術ニーズの把握 

4）他機関の職業訓練指導員に対するトレーニング実施のための指導員の能力強化 

5）ナカワ職業訓練校への十分な予算配賦 

6）民、官からの有力者を交えてのマネージメント委員会の強化 

7）教育・スポーツ省、外務省等の協力による第三国・現地国内研修の実施 

8）ウガンダ、更には東アフリカ諸国で活躍できる訓練指導員、テクニシャンの育成が可能な職業訓

練校へのアップグレード 

（2）ウガンダの職業訓練分野の強化 

1）職業訓練に関する制度の整備 

2）職業訓練の資格の整備 

3）組織間の効率的な連携 

 

６．教訓 

（1）指導教材の電子化 

（2）他機関からの指導員、訓練生の受入れ 

 



 

第１章 終了時評価調査団の派遣 

 

1-1 プロジェクトの概要及び調査団派遣の経緯と目的 

 ナカワ職業訓練校は、ウガンダ共和国（以下、「ウガンダ」と記す）の中小企業振興に必要な技能者の

向上訓練実施を目的として設立され、1968年 6月より 1974年 6月までプロジェクト方式技術協力を実施

した。その後、同校はウガンダ側の手で運営されてきたが、アミン政権以降の政治・社会的混乱期を経て、

施設・機材の老朽化、職員の不足、ローカルコストの不足等の問題を抱え、訓練コースの運営が困難な状

況となった。他方、1986年からの現ムセベニ政権以降、ウガンダは復興開発計画に基づき産業の育成に努

めており、工業労働人口需要の増加が予想されるが、内戦による技能労働者の不足が深刻な問題となって

いる。かかる状況のなか、ナカワ職業訓練校（以下、ナカワ校）においても、従来の在職労働者に対する

訓練だけでなく、若年無技能者に対する訓練の実施が急務となった。こうした状況を踏まえ、ウガンダ政

府は 1994年 5月、ナカワ校に係るプロジェクト方式技術協力を要請してきた。 

これに対し、我が国は、1997年 5月よりナカワ校に設置された 7学科（電気、電子、機械、自動車、溶

接、板金、木工学科）における指導員の技術力向上、養成訓練コース及び向上訓練コースの内容確定、並

びにその適切な運営についての指導・助言を柱とする、5年間にわたるプロジェクト方式技術協力を開始

した。 

 2002年 5月のプロジェクト終了に先立ち、前年 10月に終了時評価を実施し、プロジェクトは同国政府

と産業界のニーズに貢献し、プロジェクト目標をおおむね達成できるとの結果が出たものの、ナカワ校が

ウガンダの公共職業訓練ニーズに果たすべき役割がまだ大きいこと、カウンターパート（C/P）の交替等

により技術移転が遅れた木工科、同国内における新しいニーズに対応するための改変を引き続き進めてい

くことが望ましい電子科、自動車科を中心に、協力を続行すべきであると判断されたことから、2004年 5

月まで 2年間のフォローアップ協力を行うこととなった。 

本調査団は、フォローアップ協力を行った 3科（電子、自動車、木工）を中心に、プロジェクトの活動

について人的、物的投入がどの程度成果に変換され、プロジェクト目標がどの程度達成されているかにつ

いて、プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）に基づき評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、

インパクト、自立発展性）の観点から評価し、更にウガンダの国家政策、教育政策における「職業訓練」

の位置づけ、ウガンダ職業訓練界におけるナカワ校の位置づけについても、再度先方関係機関とともに確

認することを目的に派遣された。 

調査項目については次のとおりである。 

・プロジェクトの活動、運営、管理状況、C/Pへの技術移転状況について、日本人専門家及び C/Pから

のヒアリング等を通じて情報を収集し、ウガンダ側関係者と協議を通じて情報の共有、分析を行う。 

・プロジェクトの PDMに基づく評価 5項目の観点から、プロジェクトの達成度を判定、評価するとも

に、成果及び目標の達成を阻害した要因について分析する（有効性、効率性の評価についてはフォロ

ーアップ協力を実施した 3科を中心とする）。 

・評価結果について、日本側・ウガンダ側双方で確認したうえで、協力期間終了までのプロジェクト活

動について検討し、提言を行う。 

・これまでの協力から、類似案件に活用できる教訓を導き出す。 
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1-2 調査団の構成と調査期間 

（1）調査団の構成 

No 氏名 担当 所属元 調査期間 

1 小泉 純作 団長・総括 独立行政法人国際協力機構 専門技術嘱託 11月 9日～11月 22日 

2 島﨑 祐希 訓練政策 
厚生労働省 職業能力開発局海外協力課 

外国人研修推進室 外国人研修係長 
同上 

3 山見 豊 訓練技術 

職業能力開発総合大学校 

能力開発研究センター 

開発研究部 高度訓練研究室 室長 

同上 

4 平尾 順平 協力企画 
独立行政法人国際協力機構 社会開発協力部

社会開発協力第二課 
同上 

5 鶴田 伸介 評価分析 （株）地域計画連合 代表取締役 同上 
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（2）調査期間 平成 15年（2003年） 11月 9日～11月 22日（14日間） 

 月   日 行   程 ／ 活   動
1 11月 09日 11:00 成田発(KL860)   
 （日） 15:05 アムステルダム着   
  19:40 アムステルダム発（KL4314）    

2 11月 10日 6:10 ナイロビ着   
 （月） 7:45 ナイロビ発（KQ410）   
  8:50 エンテベ着   
  14:30 在ウガンダ日本大使館表敬訪問   
  15:30 ウガンダ青年海外協力隊（JOCV）事務所訪問 

3 11月 11日 9:00 評価に関する説明、打合せ   
 （火） 10:00 ナカワ職業訓練校（校長）訪問   

 
 10:30

教育・スポーツ省（PS）、商業・技術・職業教育訓練局：BTVET（局長）、

計画局：Planning（局長）、職業訓練局：DIT（局長）表敬訪問 
  ～ 教育・スポーツ省、BTVET、Planning、DITからのヒアリング 
   14:00 ナカワ職業訓練校視察   
   ～ 専門家･C/Pからのヒアリング    

4 11月 12日 9:00 外務省（PS）表敬訪問  
 （水） 10:00 財務省（PS）表敬訪問 11:00 MasakaUTC視察 
  14:00 ドイツ技術協力公社（GTZ）事務所訪問  （山見、平尾、鶴田団員）

  15:00 専門家･C/Pからのヒアリング  
5 11月 13日 9:00 ルゴゴ職業訓練校視察、状況調査  
 （木） 10:30 チャンボゴ大学視察、状況調査   
  ～ 専門家･C/Pからのヒアリング    

6 11月 14日 9:00 専門家･C/Pからのヒアリング  
 （金） 10:00 受益者団体との意見交換会

7 11月 15日   団内打合わせ、ミニッツ準備  
 （土）      

8 11月 16日   団内打合わせ、ミニッツ準備  
 （日）        

9 11月 17日 9:00 団内打合わせ、ミニッツ準備  
 （月） 14:00 ミニッツ協議（教育・スポーツ省）   

10 11月 18日 10:00 ミニッツ署名・交換（教育・スポーツ省）  
 （火） 14:00 在ウガンダ日本大使館へ報告

  14:30 ウガンダ JOCV事務所へ報告
11 11月 19日 9:20 エンテベ発（KQ411）  

 （水） 10:25 ナイロビ着 
  11:30 JICAケニア事務所へ報告

12 11月 20日 22:35 ナイロビ発  
 （木）    

13 11月 21日 5:20 アムステルダム着  
 （金） 14:10 アムステルダム発（KL861）

14 11月 22日 9:20 成田着  
 （土）        
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1-3 主要面談者 

（1）教育・スポーツ省 （Ministry of Sports and Education : MOES） 

Ms. Hon. Beatrice Wabudeya Minister of State For Higher Education 

Mr. Francis X. Lubanga Permanent Secretary 

Dr. Akankwasa Richard  Director of Education 

Mr. Pius Bigirimana     Under Secretary 

Ms. Doreen S. Katusiime  Principal Assistant Secretary 

Mr. Okinyal Henry    Commissioner Business/Technical/Vocational/Education &Training  

Mr. Kaaya Kizito   Commissioner DIT 

Ms. Malinga F.        Commissioner for Educational Planning 

Mr. Mayoka James        Senior Economist (Projects) Representing / Education Planning 

（2）外務省（Ministry of Foreign Affairs） 

Mr. Onen   cting Permanent Secretary 

（3）財務省（Ministry of Finance） 

Mr. C.M. Kassami   Permanent Secretary / Secretary to the Treasury  

（4）ナカワ職業訓練校 

Mr. Abasi Tuzinde         Principal 

Mr. Kiwanuka Mukumbi C.   eputy Principal (Administration) 

Mr. Olowo Silver      Deputy Principal (Training) 

Mr. Mugisha H.  Training Coordinator 

（5）ルゴゴ職業訓練校 

Mr. Matovu Masoke  rincipal  

Mr. Naftali Onje  eputy Principal 

（6）Masaka UTC 

Mr. Boniface Efata  rincipal 

（7）チャンボゴ大学 

Prof.Rutaro Bbosa  hancellor 

（8）向上訓練受注先企業、機関 

Engineer Kateeba  Uganda Railways 

Mr. Kayayo   asakawa Global 2000 

Mr. Balyamujura Nathan Kakira Sugar Works 

Mr. Ratib Shaban  Civil Aviation Authority Entebbe 

Mr. Peter Kyomuhendo  Rwenzori Highlands 

Mr. Kimbareba Mbarara UNIDO 

7. Mr. Wanyoto Kenneth Nile Breweries 

 

（9） 日本大使館 

北澤 吉隆   参事官 

森原 克己          二等書記官 
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（10）JICAウガンダ JOCV調整員事務所 

古川 寛   JOCV調整員 

中村 展子   企画調整員 

（11）JICAケニア事務所 

仁田 知樹   副所長 

川野邊 浩   事務所員 

（12）日本人専門家 

宮城 健   長期専門家（チーフテクニカルアドバイザー） 

山川 敏彦   長期専門家（木工科） 

斎藤 公利   短期専門家（電子科・電気科）  

牧野 丞   短期専門家（協力企画：ウガンダ職業訓練指導員研修プロジェクト） 

吉川 直樹          個別専門家（教育・スポーツ省 計画局 政策アドバイザー）  

（13）ドイツ技術協力公社（GTZ） 

Mr. H.Guenter Shroeter Chief Technical Advisor 

Ms. Dorothee Hutter   GTZ Office Kampala Director 
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第２章 終了時評価の方法 

 

 

本終了時評価は、前述の日本側評価団員と下記のウガンダ側評価団員からなる合同評価調査団によって

実施された。 

 

Mr. Francis X Lubanga Permanent Secretary / Ministry of Education and Sports 

Mr. Pius Bigirimana Under Secretary / Ministry of Education and Sports 

Ms. Doreen S. Katusiime Principal Assistant Secretary / Ministry of Education and Sports 

Ms. Florence M. Malinga Commissioner for Educational Planning / Ministry of Education and Sports 

Mr. Okinyal Henry 
Commissioner Business/Technical/Vocational/Education &Training  

/ Ministry of Education and Sports 

Mr. Kaaya Kizito Commissioner DIT / Ministry of Education and Sports 

 

 本合同評価調査では、プロジェクトの投入・成果・目標達成度といった実績を計画に対して評価すると

ともに、評価 5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）を基準として評価を行った。 

 なお、現行の PDMは 2001年 11月のフォローアップ協力前の終了時評価時に合意されたものである。

今回の終了時評価においては同 PDM を修正する必要が認められなかったため、同 PDM を基本的計画と

見なした。 

 本プロジェクト評価のための主な調査項目は以下のとおりである。 

・プロジェクトの活動、運営、管理状況、C/Pへの技術移転状況について、日本人専門家及び C/Pから

のヒアリング等を通じて情報を収集し、ウガンダ側関係者と協議を行って情報の共有、分析を行う。 

・プロジェクトの PDMに基づく評価 5項目の観点から、プロジェクトの達成度を判定、評価するとも

に、成果及び目標の達成を阻害した要因についても分析する（有効性、効率性の評価についてはフォ

ローアップ協力を実施した 3科を中心とする）。 

・評価結果について、日本側・ウガンダ側双方で確認したうえで、協力期間終了までのプロジェクト活

動について検討し、提言を行う。 

・これまでの協力から、類似案件に活用できる教訓を導き出す。 
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第３章 調査結果 

 

3-1  投入と成果の実績 

3-1-1 投入 

（1）日本側 

1）専門家派遣 

1997 年 5 月の本プロジェクト開始以降、総計で 18 人の長期専門家と 15 人の短期専門家が派遣さ

れた。 

そのうち、2002 年 5 月からのフォローアップ協力期間においては、チーフアドバイザー、業務調

整員に加えて 3人の長期専門家（電気・電子、自動車、木工）が派遣された。またそのほかに、工具

研削作業と電気・電子の 2人の短期専門家が派遣された。 

自動車の専門家は、電子制御燃料噴射エンジンシステムと自動変速装置の実際的な技術を移転する

ために、当初計画されていた派遣期間を 3か月間延長した。これらの重量機材は日本で購入され海上

輸送されたものである。同専門家はこれらの機材の据え付けまでは理論的な講義を行うことによって

時間の浪費を避けた。 

 

2）日本及び第三国における研修 

1997年以降、ナカワ校から 50人と教育・スポーツ省（MOES）から 2人が日本及び第三国で研修

を受けた。国別では、40 人が日本で研修を受けたほか、3 人はケニアのジョモケニヤッタ農工大学、

8人はエジプトの Central Metallurgical Research and Development Institute（CMRDI）、1人はタンザニア

のダルエスサラーム大学で研修を受けた。ジョモケニヤッタ大学と CMRDIは共に日本の協力プロジ

ェクトに支援されたものである。フォローアップ期間における研修の分野別内訳は、電子 2人、自動

車 1人、木工 1人、板金 3人、溶接 2人であった。 

これら本邦研修、第三国研修の受講者のうち、ジンジャ職業訓練校に転勤となった 2人（うち 1人

は副校長に昇格）、マスリタ職業訓練校に転勤（校長に昇格）となった 1 人を含み、本邦及び第三国

研修を受けた指導員のうち 12 人が、これまでに転出している。ナカワ校への技術蓄積のみを考える

と、こうした転出は負のイメージがあるものの、研修受講経験者が同校のみならず他の職業訓練校等

に定着している場合には、ウガンダ全体の職業訓練分野からみると、研修がもたらす効果がより広範

に広がっているという正のインパクトとしてもとらえられる。 

7科の C/P宛てアンケートに回答した 42人のうち、28人は日本での研修の経験をも持っている。

研修期間については、19人が適当、8人が短すぎると回答しており、1人が無回答である。カリキュ

ラムについては、20人が満足、7人がアクセプタブル（十分受け入れられるもの）、と回答している。

研修後においては、10 人が日本での研修成果を同僚に十分移転したと回答し、16 人がある程度移転

したと回答している。 

 

3）機材供与 

無償資金協力を除き、1997年以降 JICAが供与した機材の総額は約 4億 6,500万円にのぼる。すべ

- 7 - 



 

ての主要機材は良好な整備状態にあり、大部分の機材はカリキュラムに従って十分活用されている。 

上述のように、重量のある電子制御燃料噴射エンジンシステムと自動変速装置は海上輸送とケニア

からの陸上輸送によらざるを得なかったため輸送に数か月間を要した。 

 

（2）ウガンダ側 

1）C/Pの配置 

5 人の管理職を含む計 48 人が C/P として配置されている。フォローアッププロジェクトで長期専

門家が投入されている木工、電子、自動車の各科には、それぞれ 6人の C/Pが配置されている。 

C/P数は 1997年の 22人から 2000年の 52人に増加したあと、困難な財務状況により 2003年の 48

人に減少した。ただし、これは現時点の必要数からみると十分な数字である。 

ナカワ校の職員は、政府に雇用されている職員とナカワ校に採用されている職員から成る。ナカワ

校採用職員は身分が比較的不安定で不利な立場にある。政府雇用の職員は 2000 年の 17 人から 2003

人の 25人へと増加している一方、ナカワ校採用職員は同期間に 35人から 23人に減少した。したが

って現在では過半数の職員は安定的な地位を得ている。 

そのほかに特筆すべきこととして、今日までに 33 人の職員が退職していることがあげられる。こ

のことは、職員の技術力のみならずナカワ校全体の組織力をいかにして維持・向上するかという課題

を提起する。その一方、新しい職員の継続的な参加は組織の活力に寄与するという面もある。 

 

2）土地、建物、施設 

土地、建物、施設に関する要求は現在までのところ満足されており、大きな問題はなく適切に運営

されているとみられる。 

施設・機材に対する 2001年 10月以降の主な投資は以下のとおりである。 

ａ）施設 

①便所の改善 

②倉庫の設置（本部、板金科、溶接科） 

③自動車ワークショップの改築 

 

ｂ）機材購入 

①盛り器（2台） 

②コンピューター（2台） 

 

3）ローカルコスト負担 

政府雇用職員の人件費は政府予算から直接支払われている。その他の経費は、政府予算、養成コー

スと向上コースの授業料、インカムジェネレーション活動によって負担されている。2002/2003 年度

（2002年 7月～2003 年 6 月）では、両コースの授業料が政府職員人件費を除く全歳入の 56.5%を占

め、インカムジェネレーション活動が 11.7%を占めている。 

予算は、1999/2000 年度をピークとして、同年度の 5 億 9,300 万シリングから 2002/2003 年度の 2

億 9,200万シリングへと減少し続けており、何らかの対応が求められている。 

歳出面では、建物、土地、機材の維持経費の割合は概してわずかであり、2002/2003 年度では計上
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されていない。 

インカムジェネレーション活動は、コンピューターや自動変速車の部品などの機材への投資に寄与

するためのものとして奨励されているが、実際には経常予算の不足を補うために使われている。 

この活動は組織の財務的自立にとって、また職員のインセンティブとして重要であるが、同時に訓

練プログラムをゆがめる可能性ももっている。言いかえると、インカムジェネレーション活動に過度

の優先度が与えられ、最優先であるべき訓練コースが軽視されるおそれもあるため、この点に十分配

慮したバランスある活動が望まれる。 

 

3-1-2 成果 

以下では活動を通じた成果の達成度を PDMの指標に沿って確認する。 

 

（1）成果 1「各分野の職業訓練に必要な体制が整備される。」 

大部分の指導員は訓練機材を維持管理する能力をもっており、供与機材は適切に維持されている。

ただし、部品によっては、国内市場で入手できないものもある。 

教材はコンピューターを活用して作成されており、その質は、国内ではほかにみられないほど高く

評価できるものである。 

 

（2）成果 2「各分野の職業訓練指導員の能力が向上する。」 

下表は 2003年 11月時点における日本人専門家から C/P指導員への技術移転の達成度を示したもの

である。ある学科に十分な能力をもった指導員が 2人以上いる場合には、その学科の技術移転は完了

したとみなす。逆に、ある学科に十分な能力を持った指導員がいない、あるいは 1人しかいない場合

には技術移転は完了していないとみなす。下表ではこの考え方に従って現時点で技術移転を要する科

目数を示している。 

下表に活動ごとに示されているとおり、必要な技術の移転は予定どおり終了するとみられる。木工

科では日本人専門家と C/P の協働が継続されており、2004 年 5 月までには技術移転が完了する見込

みである。電気・電子分野は短期専門家の派遣によって補強されており、当該技術の移転は完了した。 

 

表１ 技術移転を必要とする科目数 

木工科 電子科 自動車科 主な技術移転の活動 
科目数 技術移転

が未完の

科目数 

科目数 技術移転

が未完の

科目数 

科目数 技術移転

が未完の

科目数 
機材の操作・保守管理 2 0 2 0 2 0 
シラバスの作成・改訂 1 1 1 0 1 0 
カリキュラムの作成・改訂 1 1 1 0 1 0 
教材の作成 1 0 1 0 1 0 
学科指導法 7 1 5 0 14 0 
実技指導法 7 0 7 0 8 0 
コンピュータースキル 1 0 1 0 1 0 
合計 20 3 18 0 28 0 
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木工科については、2001年 11月時点の評価調査団によると、C/P の交替により技術移転が十分効

果をあげていないとのことであった。また、2002年 3月に署名された討議議事録(R/D)によっても、

木工技術はいまだ未熟とされている。しかしそれ以降、木工指導員の能力は急速に向上している。技

術移転は完了に近く、さらに努力を要する科目は以下のわずかなものに限られる。 

・シラバスの作成と改訂 

・カリキュラムの作成と改訂 

・製図とデザイン 

 

電子科と自動車科では、既にすべての科目において必要な能力をもった指導員が十分な人数確保さ

れている。 

大部分の指導員は各自の分野において必要な能力を獲得しているとの自信を深めている。ただし、

機器によっては重大なトラブルが生じた場合には外国からの支援が必要であり、また、技術の急速な

変化は継続的な能力開発を必要とする、との認識をもっている。 

一方、向上訓練の研修修了者に対するサンプル調査によると、すべての回答者が指導者の訓練方法

を学科と実技の両面で、「大いに満足」、または「満足」、または「十分受け入れられる」と肯定的に

評価している。 

 

（3）成果 3「各分野の養成訓練（昼間、夜間）、向上訓練の訓練コース内容が設定され、適切に実施され

る。徒弟訓練が職業訓練局(DIT)の要請に基づき適切に実施される。」 

養成コースのカリキュラムとシラバスは作成され、昼間クラスと夜間クラスにおいて実施されてい

る。 

向上コースとしては、企業からの要請に応じて総計 190コースが開催された。 

DITからは徒弟訓練の要請はなかった。 

 

3-2 目標達成度 

3-2-1 プロジェクト目標 

本件のプロジェクト目標は、「ナカワ職業訓練校において、各分野（機械、電気、溶接、板金、自動

車、電子、木工）での産業、工業界の求める技術者が養成される。」である。 

ウガンダにて実施されている記述を中心とした試験であるウガンダ・国家試験（UNEB）、及び実技を

中心とした Trade Testのいずれにおいても、養成コースの訓練生の合格率は着実に上昇してきており、

同類の他の公立職業訓練校にくらべ高い合格率を記録している。特に実際の作業能力を試す Trade Test

の合格の高さは、同校のねらいである「実際の現場で生かすことのできる技術」に関する訓練が実施さ

れていることを示している。 

また、向上コースの訓練生に対するサンプル調査（今回の調査においてアンケート方式で実施）によ

ると、大部分の訓練生が訓練によって技術的能力が相当改善したとしており、カリキュラム、教材、訓

練機材に対して肯定的な評価を与えている。ただし、多くの訓練生は訓練期間が短すぎると回答してい

る。 
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表２ 職業訓練校の養成コース訓練生の国家試験合格率 

（％）        

職業訓練校 ナカワ校 ルゴゴ校 ジンジャ校

入学年/卒業年 1998/2000 1999/2001 2000/2002 2000/2002 2000/2002 

Trade Test  73.6 80.4 94.4 70.6 83.8

UNEB  45.8 77.5 81.7 50.5 45.1

 

プロジェクト目標の達成度は、養成コースの志望者数の増加によっても示唆されよう。例年、志望者

数は募集者数を上回っており、2003 年においては昼間養成コースの競争率は約 3 倍であった。これは

同校に対するニーズの高さを示している。 

 

表３ 養成コースの入学倍率 

年 1998 1999 2000 2001 2002 2003 

昼間コース 

志望者数（人） 118 283 305 385 371 441

募集者数（人） 79 118 143 126 158 150

競争率（％） 1.49 2.40 2.13 3.06 2.35 2.94

夜間コース 

志望者数（人） 50 146 176 187 177 178

募集者数（人） 38 129 176 118 169 166

競争率（％） 1.32 1.13 1.00 1.58 1.05 1.07

 

技術力の向上を目的に、民間企業等からの訓練生を受け入れて行われる向上訓練は、プロジェクト開

始後の 1998 年から通算 946 名に対して実施された。向上コースの修了者は概して所属企業から高く評

価されていることが、最近実施された企業へのサンプル調査によって示唆されている。すべての回答企

業が向上訓練コースを「非常に有益」、または「有益」、または「十分受け入れられる」と考えている。

同コースは、2003年 11月 14日に開催されたナカワ校の受益者団体の意見交換会の参加者からも非常に

高く評価されている。 

 
表４ 向上コースの訓練生数 

（人）    

年 1998 1999 2000 2001 2002 2003 合計 

訓練生数 14 134 255 187 192 164 946

 

徒弟訓練コースは、MOESの DITからの要請がなかったため実施されていない。 

 

3-2-2 上位目標 

本件の上位目標は、「ウガンダの産業、工業界の求める技能労働者の需要を満たす。」である。 

2001 年に実施した養成コース卒業生の卒業後追跡調査によると、不明者を除いて、自営、進学を含
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み約 90％が就職していることが分かった（2001 年以降卒業者の追跡調査についても引き続き実施中）。

この数字はウガンダにおいては非常に高いとみなされる。 

向上コースの実績もあり、本プロジェクトは上位目標の達成に向けて着実に進んでいると考えられる。 

 

表５ 1998 入学 2000 年卒業生の就職率 

 電子科 機械科 自動車科 溶接科 合計 

卒業生数（人） 18 17 21 17 73

不明者数（人） 0 4 9 3 16

進路判明者数（人）  18 13 12 14 57

政府に就職（人） 2 0 5 1 8

民間企業に就職（人） 11 10 6 8 35

自営（人） 3 0 1 1 5

進学（人） 2 0 0 1 3

合計（人） 18 10 12 11 51

失業者数（人） 0 3 0 3 6

就職率（%） 100.0 76.9 100.0 78.6 89.5
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第４章 評価結果 

 

4-1  評価 5項目による評価結果 

4-1-1 妥当性 

ウガンダにおける教育・職業訓練政策は、1997年策定の貧困撲滅計画（Poverty Eradication Action Plan：

PEAP）を基本理念とし、1998年策定の教育戦略投資（First Education Strategic Investment Plan：ESIP1）

において教育・訓練組織の枠組みを規定している。また、この PEAPにのっとるかたちで、1997年より

初等教育の普遍化（Universal Primary Education：UPE）が実施され、初等教育の無償化がなされている。

そのため、現在初等教育への入学率は既に 90％近くに達しており、今後大量に輩出される初等教育修

了者に対する施策として、2002年度から初等後教育及び訓練（Post Primary Education ＆ Training：PPET）

に政府として取り組むべく検討を重ね、2003 年度より地域工芸学校（Community Polytechnics）の展開

（2003年度 16校開校）等、初等後教育及び訓練に関する取り組みを図っている。 

またウガンダ教育・スポーツ省（MOES）によると、ESIP1 においては初等教育にその重点を置いて

いたが、2004年施行予定の ESIP2（ESIP1の改訂版）においては、初等教育修了者に対するその後の進

路対策として、教育と併せ訓練にも重点を置いていく予定であるとのことであり、今後はウガンダにお

ける職業訓練の重要性は更に増すものと思われる。 

これらより、本プロジェクトはウガンダの教育・職業訓練政策に沿ったものであるといえる。 

 

4-1-2 有効性 

前述のように、養成訓練については各科において定員を超える高い応募率がみられ、ナカワ校に対す

るニーズの高さを示している。また、ウガンダ・国家試験（UNEB）、Trade Testのいずれの合格率も同

類の他の公立職業訓練校にくらべ高い合格率を記録している。さらに、2000 年卒業生の卒業後追跡調

査により、約 90％が就職していることが分かった。 

一方、民間企業等からの訓練生を受け入れて行われる向上訓練は、プロジェクト開始後の 1998 年か

ら通算 946名に対して実施され、高い評価（訓練実施後の派遣元起業に対するアンケート調査結果等に

よる）を得ている。 

以上のような指標のみならず、本プロジェクトの多様な関係者（日本人専門家、C/P、元訓練生、彼

らの雇用社、本プロジェクトを監督する立場にある関連省庁、産業界の人員等）からの評価により、本

プロジェクトの有効性が確認された。 

なお、産業界のニーズを確認し、引き続きナカワ校が産業界の求める人材を輩出していくためにも、

向上訓練を継続的に実施していくことが必要である。 

 

4-1-3 効率性 

今回のフォローアップ協力期間において、供与機材である技術訓練用自動車部品の納品までの過程に

時間がかかったものがあった。しかし、同期間に、専門家により理論分野を中心とした訓練を前もって

先に進めることによって、機材が到着すると同時に実技分野に関する訓練に取りかかり、技術移転を行

うことができた。 

技術移転に関するプロジェクトの当初計画の達成状況については、プロジェクト提出による報告書、
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またＣ/Pへの聞き取り調査等により、全科においておおむね良好であると判断される。 

 

4-1-4 インパクト 

ナカワ校で実施されるレベルの高い技術訓練を求め、同じ公立の職業訓練校であるルゴゴ職業訓練校

をはじめ、チャンボゴ大学、マケレレ大学においてもナカワ校にて実習訓練（向上訓練）を受ける学生

がある。これは高い技術の幅広い普及という観点から、プロジェクト実施による正のインパクトと評価

できる。 

同様に、ナカワ校で高い技術を身につけた同校卒業生の約 90％が就職して活躍していることからも、

同じ正のインパクトがあるといえる。 

 

4-1-5 自立発展性 

（1）制度的側面 

1998年に、ESIP１が職業教育・訓練分野の組織体制の整備を目的として施行され、現在更に 2004年

に向けて ESIP２の検討がなされているところである。 

引き続き職業訓練制度の整備に関する研究や議論がなされており、BTVET により作成された職業訓

練政策が、2004 年初めには定められる予定である。同政策は、民間セクターの人材も委員として参加

する委員会において検討され、ウガンダにおける技術・職業教育訓練に関するものを提示している。 

以上のことから、今後、職業訓練の制度が整備され、ナカワ校に対する政府支援は維持されるものと

考えられ、引き続き先述の BTVETによる政策等を念頭においた活動を行うことが必要である。 

なお、1998 年に職業訓練の所管が労働社会福祉省から教育・スポーツ省に移管されたことに伴い、

本プロジェクトの所轄機関であった職業訓練局（DIT）も同省に移管された。この移管時に教育・スポ

ーツ省内に職業教育・訓練を管轄する商業・技術・職業教育訓練局（Business, Technical, Vocational 

Education and Training ：BTVET）が設置され、これまで DIT局と BTVET局の関係に関して検討中とな

っていたが、今回の調査において、ナカワ校職業訓練校（本プロジェクト）の所轄機関は BTVETであ

ることが明確となった。 

 

（2）財務的側面 

現在、MOES予算全体の 4％程度（2003年度）しか職業訓練分野に充てられていない（初等教育分野

に、最低 65%を充てるということがドナーとの協議で決まっている）、また 1999/2000年度以降、MOES

よりナカワ校に配賦される予算のなかで、政府職員の給与を除く項目は減少し続けている、といった厳

しい状況はあるものの、MOESより省として職業訓練部門を支援すべく最大限の努力をするとの発言が

あった。また、先述のとおり、MOESより 2004年施行予定の ESIP2においては、初等教育修了者への

対策として、教育と併せ訓練にも重点を置いていく予定であるとの発言があり、これにより予算の配分

率においても職業訓練分野の割合の増加が期待される。 

また、訓練校レベルで見た場合、養成訓練及び向上訓練の授業料収入は増加傾向にあり、2002/2003

年度においては政府採用職員への給与を除いた総予算の 56.5％を占めるほどになっている。学校独自の

収入捻出方法であるインカムジェネレーション活動についても、総予算の 11.7％を占めている（同活動

は、本来機材の減価償却を補う、もしくは新規購入に充てられるべきものであるが、現在は政府の予算

配分の不足もしくは遅延により、実際にはこれらの収入は訓練校の人件費や学校運営費に充てられてい
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る）。 

 

（3）技術的側面 

 現在専門家派遣中の木工科における技術移転は、2004 年 5 月のフォローアップ協力終了時までに

は完了する見込みであり、他のすべての科においても、日本人専門家による技術移転や、本邦、第三国

における研修により、必要な技術移転は完了している。アンケートの結果や聞き取り調査の結果から判

断して、移転された技術に関して、指導員は現在のレベルを維持できるものと思われる。 

今後は、産業界から求められる最新の技術を適宜キャッチアップしていくとともに、優秀な指導員が

転出しないよう、インカムジェネレーション活動を行うこと等により、職場環境や給与支払状況を改善

していく必要がある。 

 

4-2 結論 

日本側・ウガンダ側双方の努力により、ナカワ職業訓練校はウガンダの職業訓練分野における先導的な

地位を確立している。本プロジェクトは成功裏に進捗しており、現在計画されている第三国・現地国内研

修は問題なく実施されることが見込まれる。 

一方、職業訓練政策レベルでは、いくつもの制度改革が進捗の過程にあり、その迅速化が求められる。 
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第５章 提言と教訓 

 

5-1 提言 

今後の協力及び終了後の対応についての提言は以下のとおりである。 

 

5-1-1 ナカワ校の強化 

（1）技術移転の完了していない木工科を中心としたフォローアップ協力目標の達成  

技術移転が完了していない部門は木工科である。現在、日本人専門家と C/Pによる集中的な努力がな

されている。以下の科目について十分な能力が根付くことが求められている。 

・シラバスの作成と改訂 

・カリキュラムの作成と改訂 

・製図とデザイン 

 

（2）ウェブサイト、広告、及びセミナーや展示会開催等を利用したナカワ校の活動の広報 

ナカワ校はより効果的な広報活動を多様な手段によって継続すべきである。ウェブサイト、活動紹介

パンフレットの配布、セミナーや展示会の開催などが考えられる。広報によって、①潜在的な志望者は

ナカワ校の活動をよりよく知ることができる、②卒業生と企業は双方にとってよりよい選択をすること

ができる、③関係する政府機関や公的機関はナカワ校と職業訓練についてよりよい理解を得ることがで

きる、等のメリットが見込まれる。 

 

（3）産業委員会、意見交換会を利用した市場の技術ニーズの把握 

2003年 11月 14日には、終了時評価調査団も参加し、「受益者団体との意見交換会」と称した拡大産

業委員会ワークショップが開催された。その場での議論はナカワ校にとって非常に有益なものであり、

その主要課題や訓練需要を理解し、今後の努力を最適な方向に向けることが重要である。また、こうし

た意見交換の場を継続してもつことが推奨される。 

 

（4）他機関の職業訓練指導員に対するトレーニング実施のための指導員の能力強化 

拡大しつつある訓練需要、特に多様な職業訓練機関やプログラムの指導者育成の需要に対応するため

に、ナカワ校の職員を増強することが求められる。 

 

（5）ナカワ校への十分な予算配賦 

近年におけるナカワ校への政府予算の減少や支出の遅れは、ナカワ校の活動に悪影響を与えている。

ナカワ校は効率的な財務運営に努力しており、政府からの十分かつ迅速な予算執行が望まれる。 

 

（6）民、官からの有力者を交えてのマネージメント委員会の強化（合同調整委員会：JCCの廃止に伴う） 

2004 年 5 月のプロジェクト終了に伴い本件の JCCが解散することもあり、ナカワ校のマネージメン

ト委員会を強化すべきである。指導的立場にある産業人を議長とし、産業界と関連政府機関の高いレベ

ルの代表の参加を得た委員会を立ち上げることが望まれる。 
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（7）教育・スポーツ省（MOES）、外務省等の協力による第三国・現地国内研修の実施 

第三国・現地国内研修は 2004 年 1 月にウガンダ人専門家によって開始される。対象はケニア、タン

ザニア、ザンビア、エリトリア及びウガンダの職業訓練指導者であり、電子、電気、自動車の上級訓練

を行うものである。研修の成功のためには関係機関の密接な連携が不可欠である。特に、MOESと外務

省が同研修事業の R/Dに沿って協力する必要がある。同研修支援のために、現在、短期専門家 1名がナ

カワ校に派遣されている。 

 

（8）ウガンダ、更には東アフリカ諸国で活躍できる訓練指導員、テクニシャンの育成が可能な職業訓練

校へのアップグレード 

実際的な訓練のための優秀なスタッフと機材が蓄積されていること、更にその蓄積が他の類似機関を

はるかに凌駕していることを考慮すると、ナカワ校が、既存のコースを維持しながらも、最終的には職

業訓練短大になることが推奨される。その際には、ウガンダのみならず東アフリカを対象にして、産業

界に高い技術をもった人材を輩出するとともに、多様な機関における職業訓練指導者を養成することが

求められる。 

 

5-1-2 ウガンダの職業訓練分野の強化 

（1）職業訓練に関する制度の整備 

現在、様々な政策の議論や手続きが並行して進みつつある。すなわち、第 1次教育戦略投資計画（First 

Education Strategic Investment Plan：ESIP1）のレビュー、第 2次教育戦略投資計画（ESIP2）のための準

備、技術職業教育訓練（TVET）の政策立案、2003年－2015年高等教育戦略計画などである。 

こうした作業を迅速化し、政策、法制、組織といった制度の改革を促進することが求められる。 

さらに、制度改革に伴って、ウガンダにおける職業訓練指導員の水準を高めることが重要である。 

 

（2）職業訓練の資格の整備 

職業訓練における学歴、試験、資格の制度は統一的でなく、その仕組みが明確でない。ウガンダの職

業訓練の発展を助長するよう、こうした制度を簡素化すべきである。さらに、資格の整備を通じて職業

訓練指導員の水準を高めることをめざすべきである。 

 

（3）組織間（政府レベル）の効率的な連携 

職業訓練に関する事項には商業・技術・職業教育訓練局（BTVET）の所管を超えているものもある

ため、同局の主導によってMOES内の各局及び異なる省間の調整を強化すべきである。 

また、職業訓練システムの強化のためには、訓練機関と産業界の連携を維持・強化すべきである。両

者の密接な連携によって、職業訓練は産業界の要求をよりよく満たせるようになろう。 

 

 

5-2 教訓  

（1）指導教材の電子化 

ナカワ校における教材の多くは、写真や表を含めて電子化され、かつ校内のイントラネット上で公開
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されている。そのため、教材は校内のどの指導員からもアクセスが可能であり、内容の共有及びその更

新を容易に行うことができる。 

この方法は、他の訓練プログラムのみならず、他国における類似プロジェクトにおいても導入される

ことが望ましい。 

 

（2）他機関からの指導員、訓練生の受入れ 

ナカワ校は向上訓練や企業内訓練において、他の機関の指導員や訓練生をもその実習生としている。

このような人的交流は互いの機関の技術・情報交換の促進という観点から、他の指導校においても取り

入れるべきであろう。
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付 属 資 料 

 

 

 

１．ミニッツ 

２．評価グリッド（調査結果表 : 和文） 

３．アンケート回答結果（和文） 

４．日本側投入実績（和文） 

５．研修員受入れ実績（和文） 

６．計画達成度表（フォローアップ協力実施 3科） 

７．プロジェクト経緯表 

８．高等教育担当大臣のステートメント原稿 （ミニッツ署名・交換時） 

 

 

 

 

 

 












































	表紙
	序文
	目次
	地図
	写真
	略語表
	調査結果要約表
	第１章　終了時評価調査団の派遣
	1-1　プロジェクトの概要及び調査団派遣の経緯と目的
	1-2　調査団の構成と調査期間
	1-3　主要面談者

	第２章　終了時評価の方法
	第３章　調査結果
	3-1 　投入と成果の実績
	3-1-1　投入
	3-1-2　成果

	3-2 目標達成度
	3-2-1　プロジェクト目標
	3-2-2　上位目標


	第４章　評価結果
	4-1　　評価5項目による評価結果
	4-1-1　妥当性
	4-1-2　有効性
	4-1-3　効率性
	4-1-4　インパクト
	4-1-5　自立発展性

	4-2　結論

	第５章　提言と教訓
	5-1　提言
	5-1-1　ナカワ校の強化
	5-1-2　ウガンダの職業訓練分野の強化

	5-2　教訓

	付　属　資　料
	１．ミニッツ
	Contents
	1. Introduction
	2. Backgroud and summary of the project
	3. Evaluation
	Annex 1 PDM for evaluation
	Annex 2 Plan of operation for Whole period





